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米国連邦法人税の税率引き下げに伴う税金費用の発生及び業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、米国において税制改革法が成立したことにより、平成 29 年 12 月期連結業績において繰延税金資産取り

崩し及びそれに伴う税金費用計上の必要が生じましたので、以下のとおり業績予想の修正と併せてお知らせします。 

なお、今回の業績予想の修正に伴う配当予想の修正はありません。 

 

１．当期の連結業績予想数値の修正（平成 29 年 1 月 1日～平成 29 年 12 月 31 日） 

  

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

１株当たり当期

純利益 

前回発表予想（A） 
百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 

790,000  56,000  56,000  41,000  432.87  

今回修正予想（B） 790,000  56,000 56,000 35,000 369.52 

増減額（B－A） -  -  -  △6,000    

増減率（％） -  - - △14.6    

(ご参考)前期実績 

（平成 28 年 12 月期） 
751,438  54,182  55,797 34,767 366.72 

 

２．修正の理由 

米国において 12 月 22 日（現地日付）に連邦法人税率を 35％から 21％に引き下げることなどを柱とする税制改革

法が成立したことにより、当社の米国子会社において繰延税金資産を取り崩す必要が生じました。これに伴い、当社

連結業績において法人税等調整額が一時的に増加することが見込まれるため、最近の業績動向を踏まえて親会社

株主に帰属する当期純利益の予想を修正します。 
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